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Ⅰ．講　　　演
　１．復興のための観光政策
首都大学東京 教授　本　保　芳　明
○コーディネータ　　早速、第 1 番目のお話、ご報告に進めさせていただきたいと存じます。第
1 番目、本日は首都大学東京教授・本保芳明先生にお願いしております。本保先生のご経歴を簡
単に申し上げます。
　東京工業大学大学院社会工学科を修了された後、運輸省に入省されました。そして、国際観光
振興機構（JNTO）ジュネーブ事務所に出向された後、建設省都市局都市再開発課課長、運輸省
運輸政策局観光企画課長、運輸省海上交通局総務課長、国土交通省大臣官房審議官、日本郵政公
社理事・専務執行役員、国土交通省大臣官房総合観光政策審議官をお務めの後、2008 年 10 月 1
日に設立した観光庁の初代長官をお務めになりました。その後、2010 年からは首都大学東京の
教授としてご活躍でいらっしゃいます。
　本日のテーマといたしましては、これまでの今申し上げたようなご経歴を踏まえた上で、「観
光政策からの提言」という題でお話をいただくことになっております。
　それでは、本保先生、どうぞよろしくお願いいたします。（シート 1）
○本保　　どうも皆さん、こんにちは。ただいまご紹介いただきました本保でございます。
　本日は、第 19 回の産研アカデミック・フォーラムという格式と伝統のある場にお招きいただ
きまして、ありがとうございます。と申し上げても、あまりアカデミック・フォーラムのことを
よく知りません。先ほど改めて今日の参加者の名簿を拝見しましたら、観光庁の課長さんを初め
知っている方がたくさんいらっしゃいました。越智先生と太田先生のお話はまじめに聞くつもり
だと思うのですが、どう見ても私の話は冷やかしに来ているとしか思えないものですから、私の
愛する、また、大事なお客さんでもある学生さん向けに主として話をしたいと思いますので、よ
ろしくお願いいたします。
　今日は大きく分けて 2 つの話をしたいと思ってます。テーマにもありますので、震災について
まずお話をいたします。災害の規模が大変大きくて、また、原発の問題がありますため、これま
でにない新しい側面、あるいは問題が出てきているということについてお話をしたいと思います。
　次に、災害復旧のためにもということですが、これに動ずることなく観光立国の王道を粛々と
進むべきであると考えます。そのためには、我々が今、大きな転機に置かれているということを
理解した上で、これを踏まえた対応をしていくべきだということをお話ししてみたいと思います。
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　　問 　題 　提 　起
Ⅰ 　基 　調 　講 　演（シート 2）
　まず震災でありますが、最初に申し上げたいのは、少し頭を冷やしましょうということです。
あまりカッカカッカして、震災、震災というのはやめたほうがいいのではないかということを申
し上げたいと思います。日本人の特性として、何か大きなイベントがあると、ついそこにすべて
の耳目が集中してしまって、今回も震災を語らないとそれこそ人ではないような雰囲気になって
いるところがあります。しかし、もう少しまずは冷静に物事を考えた上で何をすべきかよく考え
ようではないかということを申し上げたいと思います。
　そのために、防災白書から、世界の主な自然災害の状況をまとめてみました。横棒が被害者の
数、黄色い線は、今回の震災の死者、行方不明者の概数で約 2 万 3000 人です。被害者数は、例
えばハイチの地震、これはおととしですが、22 万人。四川地震、08 年ですが、約 9 万人、ミャ
ンマーのサイクロンも約 14 万人と、大変大きな数です。今回の震災より相当大きな数の犠牲者
が出ておりもちろん社会経済的にも大変大きな問題になっています。
　これらの被災地でも世の中が変わるといった議論がなされているのでしょうか。それでは日本
ではついそういう議論をされがちですが、彼地では必ずしもそうではないのではないでしょうか。
私が歳をとっているせいもあるのですが、人間はどっこいしぶとい。どんなことがあっても生き
抜いていくのではないかな、こんなふうに思っています。そんなことも理解しながら、これから
震災対応というものを考えていく必要があるのではないかなと思っております。（シート 3）
　とはいいましても、本当に大きな被害であることは事実でありますし、観光の面でも大変大き
な被害が出ています。これは観光庁がまとめた資料の抜粋です。日本人の国内旅行の数字だけ申
し上げますが、4 月、5 月の予約状況で 20％から 45％減です。旅館、ホテルでは 39 万人の宿泊
キャンセルが出ています。日本人の海外旅行も 4 月、5 月で 20％から 45％減です。幸い連休時
に国内旅行、海外旅行ともかなり持ち直し、昨年並みの水準に戻ったという明るいニュースもあ
ります。
　一方で、外国人旅行、これは本当に大きなダメージを受けています。3 月に 5 割減、4 月には
6 割強の減少で、大幅減が続いてます。（シート 5）
　過去の例で、もう少し長い期間を見れば影響の大きさが比較的よくわかります。2003 年の大
きな落ち込みは SARS とイラク戦争の影響です。9.11 の時も、大変大きな落ち込みとなっていま
す。（シート 4）
　では、こういう大きなイベントがあったときの被害の性格、あるいは内容はどういうものなの
かということを観念的に整理してみましょう。縦軸で直接被害か間接被害か、横軸で被災地か被
災地以外かを分けています。第 1 象限は被災地での直接的被害で、観光施設、あるいは観光資源
などの直接的ダメージになります。
　間接被害の主たるものが風評被害と呼ばれるものです。これは被災地、被災地以外を問わない
被害となります。危険、病害のおそれなどが風評で拡めることにより、客足の止まる現象です。
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具体的にはキャンセルが山積みになり、客離れが続いて、最後は倒産する、こんな形で被害が顕
在化します。
　私は観光部門の責任者を約 3 年間やりましたが、その間、新潟県の中越沖地震、このときは柏
崎の原発も被害を受けたわけですが、これを皮切りに、宮城内陸地震、最後は新型インフルエン
ザと、3 回、風評被害問題に取り組むこととなりました。風評被害の問題は、イメージの問題と
か心理的な問題であるため、非常に取り扱いが難しく、この図からわかるように、被災地以外の
ところも含めて広域化し、場合によっては長期化するということで、非常に難しい問題です。（シ
ート 6）
　では、この風評被害の規模がどのように決まるかですが、不安感、あるいは心配の強さと地域
的な広がり、期間の長さ、それから、影響を受ける側の経営体力、この関数で被害の大きさは決
まってくるものと考えています。不安感が大きければ大きいほど、強ければ強いほど時間的にも
長引き、大きく落ち込みます。経営体力が弱っているところに風評被害が来ると倒産などに結び
ついて、結果として地域に大きなダメージが残ってしまう、こういうことになるのではないかと
思っています。
　この被害の大きさを決めていく強さとか広がりに大きな影響を与えるのが情報ではないかと考
えています。適確な情報が適切に伝えられて不安感が早期に沈静化されれば、被害の大きさは限
定されます。正確な情報提供がなされているか、不安をあおっていないかがポイントになります
が、日本のメディアは残念ながらあおる方向に機能していると思っています。また、受信者が置
かれた状況に合った情報提供がされているかも重要です。理解できないような情報を提供しても
無駄ですので、受信者の立場に立ったわかりやすい情報提供が必要です。
　それから、少し性質は違いますが、海外旅行については各国政府が提供します渡航情報が大き
なポイントになります。退避、渡航延期から―これは一番きついケースですが―延期勧告、
あるいは自粛、注意と、4 つのレベルがありますが、このどのレベルで情報提供がされているか
で海外旅行をするかしないか決まってきます。この渡航情報の出し方が適切でなければ、風評被
害の規模が大きくなる可能性があります。その意味で渡航情報のあり方は大きな意味をもってい
ます。（シート 7）
　では、風評被害に対してどんな対策を講ずるかですが、これは自分の経験です。割とシンプル
です。ある意味で、できることが限られているといってもいいのかもしれません。
　1 つは、いかにして被害の拡大防止をするかです。日本人であれば災害発生地域を比較的に正
確に認識できますが、日本地理に詳しくない外国人には正確な把握は難しく、東日本大震災と聞
けば、東京以北の全部が被災地で、もしかしたら日本全体に問題があるのではないか、こんな受
けとめ方をしがちです。
　したがって、ネーミングがポイントの一つとなります。震災などの拡がりをできるだけ正確に
示す一方で、被害の拡がりについて誤った印象を与えないようにする必要があり、このためネー
―21―
　　問 　題 　提 　起
Ⅰ 　基 　調 　講 　演ミングについて議論になることがあるわけです。このようにネーミングの仕方も含めて、いかに
して被害の範囲の拡大を防ぐかまず重要です。
　次は、早期の収束です。通常復旧対策を積み重ねて安全宣言を発出して収束を図ります。安全
宣言により来ていただいても大丈夫だし、住んでいる方々も安心していただきたいというメッセ
ージの発出で、早期発出が望ましいのですが、これがなかなか容易ではありません。
　例えば新型インフルエンザのときにも担当者として、できるだけ早くに政府に安全宣言、収束
宣言を出してもらうように様々な働きかけをしましたが、早々と安全宣言をするとどうしても病
気に対する警戒感が薄れてしまうといった反論も強く、相当のせめぎ合いがあり苦労をした覚え
があります。
　3 番目は、被害者の救済です。風評被害でありますので、被害の特定がなかなか難しい。また、
その広がりの認定も容易ではなく、容易に被害者救済ができないのが実態です。
　最後が、この風評被害から立ち直り、元気を出して行くための誘客活動、プロモーション、そ
の他の振興策です。大体これだけのことをやるのが風評被害対策、あるいは大きなイベント対策
のセットになります。過去は大体このセットで対応できましたが、今回はやはり特別だと思って
います。
　それは何といっても原発事故という特別の要素があるからです。
　具体的には、日本観光の大きな強みであった安全神話が原発問題で大きく揺らいだということ
です。日本は安全で安心な国なので、旅行しても、生活しても大丈夫だということが、訪日外国
人が日本を高く評価する大きなポイントの一つであり、安全神話といいうるものがあったと考え
ています。しかし、今回の原発事故で、そもそも今の日本が安全・安心なのかという大きな疑問
が突きつけられていますし、安全・安心というのは偶然の所産ではなくてマネージして得られる
ものですが、今の政府の対応能力を含めて、マネジメント能力にも大きな疑問符が突きつけられ
ています。この安全・安心に対するダメージを修復しなければ、インバウンドの回復は困難であ
り、事故、災害が突きつけた新たなチャレンジだと考えています。（シート 8、9）
　それから、今回の震災で観光は外交のテーマになることが今回明らかになりました。観光が政
府間、それも首脳レベルでの取り扱いをされるようになりました。
　5 月 22 日に東京で日中韓サミットがあり、中国の温家宝首相、韓国の李明博大統領が来訪し、
首脳宣言で 3 ヵ国間の観光促進は経済の刺激、特に被災地の復興につながることが言及されまし
た。首脳会談で観光に言及するのは極めて異例といっていいでしょう。これを受けて 5 月 29 日
に開催された日中韓の観光大臣会合でも、三国間で協力をして、日本の観光回復に向けた努力を
することが約束されてます。
　この状況をとらえて、5 月 28 日付けで、観光関係の業界紙の 1 つに、日本政府観光局の中国
事務所長が「日本外交カードとなった観光」という一文を寄稿されてます。非常におもしろい、
時宜をとらえた記事だと思いました。
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　記事のポイントを申し上げます。首脳会談で取り上げられることがまれだと申し上げましたが、
それは観光国家間の大きなテーマではなかったことを意味します。それが今回、このような形で
取り上げられたのは、1 つには、日本が観光立国を国家戦略としており、現実に東北を含めて観
光が日本経済社会に大きなインパクトを与えていることから、国家間のマターとなりうるように
なったということです。
　2 つ目は、三国間とは言いながら、実際のキープレーヤーは中国であり、キープレーヤーであ
る中国の存在感と特殊性のあらわれだということです。存在感についてはいうまでもないことと
思います。最大の客層を抱えていて、日本の観光に大きな影響を与えていくことには間違いあり
ません。現時点では韓国からのお客さんのほうが多いのですが、将来は中国が最大の観光客送り
出し国になることは確実で大きな存在です。
　もう 1 つは中国の特殊性です。中国の場合は、政府の意向次第によって中国の観光動向が変わ
るという点が極めて特殊です。
　例えば尖閣問題が起きたときには、日本への観光旅行自粛を、中国政府が指導して、マスコミ
が日本を取り上げることが減り、旅行業者の動きも大幅に鈍り、結果的に旅行者数が大きく減少
しました。逆に政府が後押しをすると、マスコミ、業界も大きく動いて実際の送客パワーになっ
ていく、そういう特殊性があります。このような状況の中で、観光が外交問題として浮上し、ユ
ニークな存在となった中国の後押しでインバウンドの回復、東北観光の復旧が図られたというの
は、全く新たな経験ということができましょう。
　以上の通り、震災の影響は大きく適切な対応が必要であります。しかし、それ以上に大切なの
は、震災問題という意味では、ある意味で一過性のところがありますので、本来やるべきことを
きちっと堂々とやっていくべきではないか、というのがこれから申し上げたいことです。（シー
ト 12）
　今、日本では観光が大きな存在になって、このため観光の面で協力を申し出ることが国際的に
も大事になり、観光が外交カードになったということを申し上げましたが、その前提になるのは
当然産業としての規模が大きいということです。
　これはツーリズム産業団体連合会作成の資料です。詳しく説明しませんが、いろいろな産業分
野が深く観光産業にはかかわっており、また、その広がりが大きいがために、雇用効果、経済効
果が大きいということを示しているのだと思っていただければ、まずはよろしいでしょう。（シ
ート 13）
　消費額も大変大きく、この資料は 2007 年度の数字ですが、2009 年度は 25.5 兆円という規模と
なります。外食産業と同規模であり、自動車の国内出荷額とか百貨店の売り上げに比べても大変
大きな規模の産業であることが見てとれます。だから、大事な産業であり、首脳会談でも言及さ
れるほどのものとなったわけです。
　したがって、この大きな産業をこれからどう成長させ、その利益を復興との関係でいえば被災
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　　問 　題 　提 　起
Ⅰ 　基 　調 　講 　演地にも均てんしていくかが課題になるわけですが、最初に申し上げましたように非常に大きな転
機に来ており、新たなアプローチが必要と考えています。一体どこに転機があり、その中身は何
なのかということについてお話をしたいと思います。（シート 16）
　先ほど長谷川先生が最近の観光の動きということで、観光立国推進基本法に基づく基本計画、
そして、観光庁の設立というお話をされましたが、その観光立国基本計画というものを見ると、
日本の今の観光の動きが非常によくわかってきます。これが基本計画の概要で、5 つの基本的目
標があります。（シート 17）
　1 つ目の目標は外国人の訪日旅行者数を 2010 年までに 1000 万人に増やすというものです。こ
のグラフを見れば、2009 年にリーマンショック後の大きく落ち込みはありますが、比較的順調
に増えてきていることがわかります。
　残念ながら、2010 年は、1000 万人には満たない 861 万人ですが、2003 年以降は順調に推移し
てきたといって良いでしょう。実際、世界的に見ても――先ほど先生の説明にありましたイン
バウンドという言葉を使いますが日本のインバウンドの伸びは順調なものがあります。（シート
18）
　次が日本人の海外旅行者数ですが、これは 2010 年に 2000 万人という目標を掲げています。こ
のグラフは一番上の線が日本人海外旅行者を示しますが、目標値に達するどころか、2006 年以
降は、むしろ減ったり横ばいであるということが見てとれます。
　実は日本人の海外旅行者数は 2000 年が最高値であり、そこから伸びていません。今さら申し
上げるまでもないと思うのですが、海外旅行者数が伸びるかどうかは、1 つは人口、もう 1 つは
経済的に環境に依存します。この計画ができたときに責任者になりましたが、これは人口の状況、
経済の状況から達成できない目標だと思ったところでした。（シート 19）
　3 番目の目標については後で申し上げます。4 番目は国内宿泊旅行に関する目標です。これは
年間何日宿泊旅行をするかを目標値としてます。青い線がこれに該当します。2010 年に 4.0 泊を
目指しておりました。ところが、見ていただいてわかるように、2005 年以降、毎年減っています。
　これも達成できないと思った目標値です。宿泊日数は、どれだけ休みがとれるかということと、
経済的余裕、別な言い方をすると財布のひもを緩められるかどうかにかかっているわけですが、
ここ数年の経済状況を見る限り、どんどん国内の宿泊旅行が伸びるとは期待できなかったという
ことです。（シート 20）
　5 つ目の目標が国際会議の開催件数です。これは 2011 年までに 5 割増加が目標です。青い線
が日本になるのですが、2006 年ごろまでは下向いていたのが今は大きく上を向いて、あっとい
う間に世界 2 位に駆け上がったシンガポールには及ばないまでも日本も 4、5 位になり、結構い
い線で頑張っているのがわかります。（シート 16）
　先ほど飛ばした 3 番目の目標がある意味で一番大事な目標です。観光消費額です。先ほど
2009 年で 25.5 兆円という数字を申し上げましたが、30 兆円を目指してました。これは国内の旅
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行消費額が増えなければ達成できない目標ですので、これまた達成が極めて困難、事実上不可能
な目標値と、こんなふうに見ておりました。
　これまで見ていただいた数字、インバウンド、アウトバウンド、国内旅行、国際会議の動向か
ら、今の日本観光のマーケットの状況が簡単に見てとれると思います。（シート 22）
　要約すれば、インバウンド及び国際会議の外国人のマーケットは成長しています。他方で、国
内旅行、日本人の海外旅行であるアウトバウンドは現実には減っており、将来にわたっても成長
しないか、成長してもわずかだと思ってます。
　理由は、日本人マーケットは、人口が減少し、かつ低成長で 1 人当たりの GDP が伸びていな
いからです。こうした状況が変わらない限り成長しないことは明らかです。今後の経済状況によ
っては成長する可能性はありますが、人口減圧力がありますので長期的には大きく成長しない分
野というのが今の見立てであります。ただし、後ほど説明するように、全くチャンスがないわけ
ではない、むしろ大きなチャンスもあるのだとも思ってます。（シート 24）
　国際マーケットのほうを見ていただきます。この分野で日本が伸びていますが、それはあくま
で世界的なマーケットの状況の中で起きている現象だということをまず申し上げたいと思いま
す。これは世界観光機関（UNWTO）という国際機関がつくっている将来予測です。細かい数字
は置いて申し上げますが、2010 年から 2020 年にかけて約 6 割マーケットが拡大すると予測して
います。
　中でも大きく成長するといわれているのが東アジア・太平洋地域で、この絵でいうとこの黄色
い部分です。一番下のヨーロッパほどの規模ではないですが、大きく成長することがわかります。
2010 年で、約 4 億人となり、世界のマーケットの 4 分の 1 を占める、と予測されています。日
本はその成長マーケットの中に位置しているわけです。（シート 27）
　このようなマーケットの成長の中で、日本のインバウンドも順調に増加してますが、残念なが
ら現時点での日本の位置づけは高くないことをこの図は示しています。これは 2009 年の数字で
すが、日本は世界で第 33 位、アジアで 8 位であり、フランスの 7400 万人とか米国の 5400 万人
と全然比較になりません。お隣の中国も 5100 万人ですから、現時点では国際観光小国だという
ことが見てとれます。しかし、逆にいえば伸びしろがあるということです。（シート 26）
　このような状況の下で、政府はインバウンドを 2020 年代初頭に 2500 万人、最終的には 3000
万人を目指して成長させるというプランを示しています。現状が 860 万人ですから、この先 10
年足らずで 3 倍になるのかという疑問があると思います。確かに 2020 年なり 2021 年にきっちり
2500 万人になるとは私自身も思っておりませんが、そのポテンシャルは十分にあると申し上げ
ておきたいと思います。先ほど東アジア・太平洋地域で 4 億人という数字を示しましたが、4 億
人の中の僅か 2500 万人です。シェアでいえば 6、7％しか日本はとらないということです。日本
の隣国の中国からは、2020 年には 1 億人を軽く超える人が海外旅行に出るといわれております。
したがいまして、中国マーケットを適切に取り込むだけでも十分に達成できる目標だと考えます。
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　　問 　題 　提 　起
Ⅰ 　基 　調 　講 　演ちなみに 2000 万人時点では中国から約 600 万人の来客を期待しています。（シート 27）
　現時点、2009 年では韓国が最大の送客国で、約 160 万人、中国は 3 番目で約 100 万人ですが、
数年で中国がトップになることは確実です。
　次に、今、日本のインバウンドの振興、あるいは国際観光での振興のために何をすべきかとい
うことです。人材育成その他の多くのことが必要ですが、1 つだけ取り上げたいと思います。そ
れは全体としての国際化が必要だということです。
　今までの日本観光というのは、すべて日本人に乗っかっていたといって過言ではありません。
今後日本観光を発展させて行くには、日本人ではなくて外国人にいかにシフトしていくか、外国
人を取り込むためにどんな仕事ができるか、これにかかっているということを申し上げたいと思
います。
　では、日本の企業の国際化の状況について見ていただきたいと思います。（シート 28）
　旅行業の例として、日本で最大の旅行会社の JTB の数字をご覧頂きます。同社の 2008 年の旅
行取扱額は、約 1 兆 3000 億円です。大変な規模で最近まで世界一でした。しかし、ここ数年で
様子が大きく変りました。（シート 29）
　2007 年と 2008 年の比較しか示せませんが、この時点では JTB は世界で 4 位の旅行会社です。
その数年前までは 1 位だったわけです。この比較数値を見ると、ある程度その理由、状況がわか
るのではないかと思います。この時点で最大の会社は Carlson	Wagonlit、アメリカの会社です。
次はTUI、という欧州の会社となります。青い棒が 2007 年、赤い棒が 2008 年の売り上げですが、
JTB 以外は比較している各社とも伸びていますよね。環境の厳しい時期だったにもかかわらず、
成長していたということが大事な点です。
　こうした状況が常に続いているわけではありませんが、他の外国企業が成長する中で、JTB
が成長しなかったためにランクが落ちたことは間違いありません。何故か、競合か大きな国際化
をして、自国のお客さんだけではなくて他国のマーケットも取り込むことにより、世界のマーケ
ットの流れに乗って成長する中で、JTB のグローバル化が遅れたため、日本マーケットの成長
鈍化、縮少傾向に引きずられて成長しきれなかった、こういうことを申し上げたくてお示しした
ものです。
　実際は Carlson	Wagonlit、TUI、Expedia など各社は、それぞれ異なる企業戦略を持っており、
どこのマーケットに力を入れているか、あるいはどのセグメントを主に攻略しているかなど、大
分差がありますので、そんなに単純化できませんが、とにかくグローバルな展開をしていたとい
うことだけは申し上げたいと思います。（シート 30）
　次が世界の航空企業ランキングです。これも 2008 年と古いのですが、そのちょっと前までラ
ンキング入りしていた JAL も ANAが姿を消しています。JAL は多分この時点では 2 兆円程度
の売り上げ規模だったと思います。この時点では世界第 2 位の経済大国であり、人口もアメリカ
の半分ある国の航空企業がランキング外になっているのは、不思議とも言えましょう。これも専
―26―
ら日本人のお客さんを相手にしているうちに他社に追い抜かれてしまった、あるいは日本の航空
録の企業構造の転換が遅れてしまったことによるものと考えています。（シート 31）
　次にホテルですが、旅行企業と同様の状況になっています。世界のホテルグループを示した表
ですが、日本企業名は一つもありません。各分野で日本の企業が国際化しグローバルな戦いをし
て勝ち抜かない限り、世界の流れに乗って日本の観光産業が大きく伸びていくことは非常に難し
いのだということを申し上げる次第です。（シート 33）
　日本人マーケットですが、時間がないので急ぎます。とにかく人口減少が進み、経済状況が悪
ければ伸びない、このように申し上げたわけですが、一方で、成長の可能性があるとも言いました。
　観光産業の規模、売り上げにつながるのは、人数だけではありません。旅行日数も重要であり、
この 2 つ積、即ち、宿泊日数こそが本質的な決定要因なのです。長く旅行してもらえれば当然そ
れだけお金が落ちるわけでありますから、長く旅行していただける可能性があるのであれば、こ
のマーケットが大きく伸びるということがわかると思います。
　これは時間の問題だと想像がつくと思います。このスライドを見ていただくと、国内旅行、海
外旅行を問わず、お金の問題もあるけれども、それ以上時間がなかったから旅行できなかったと
いうことがわかります。（シート 34、35）
　時間がどのぐらい旅行にきくかという観点から、1 つグラフをお示しします。これは旅行状況
と有給休暇取得との関係を示したものです。日本とフランスと韓国を比較してます。左側のグラ
フが年間の旅行回数、日数です。右側が年次有給休暇の取得日数です。全く同じパターンです。
有給休暇の日数と旅行日数がほとんど 1 対 1 といっていいぐらいの相関を示しています。
　フランスでは有給休暇をとっている分だけ長く旅行もしている。日本人は有給休暇がとれない
ため旅行できないということを示唆しています。したがって、ここら辺がうまくいけば日本の旅
行拡大の可能性があるということがわかるかと思います。（シート 36）
　では、日本の有給休暇の取得状況を示します。政府は、ワーク・ライフ・バランスなどを提唱
し有給休暇取得を呼びかけてきましたが、現実は取得率は低下傾向にあります。その意味では、
政府が今までやってきた有給休暇の取得政策は全く成功していない、大失敗しているといわざる
を得ません。
　このような状況の下で、何をすべきかというヒントを申し上げたいと思います。（シート 37）
　それは、一つは、有給休暇取得、長期休暇取得を可能とする真の休暇改革をすることであり、
二つは、休暇改革に見合ってゆっくり滞在できるような観光地をつくっていくことです。
　有給休暇取得を含めた真の休暇改革を進めていくためには、国民的な理解を得ながら制度的な
対応をすることが不可欠です。去年から観光庁が中心になって、ゴールデンウイークの分散等を
法制化することによる休暇改革が進められてきました。例えば北海道と九州とでゴールデンウイ
ークの休暇取得日を変えることにより、ゴールデンウィークを分散しようというものです。これ
ができればピークが下がり、コストも下がりますし、移動しやすく、また、滞在しやすい、そう
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　　問 　題 　提 　起
Ⅰ 　基 　調 　講 　演いう環境がつくれるということで進めたわけです。実は私は、長官時代、直ちに法制化すること
に大反対でした。
　理由は、法制化は非常に効果的ですが、そのための法案が国会を通らないし、通らなければ余
計なしこりを残すと思ったからです。法案を通せるかどうかは、国民理解があるかどうかにかか
っているわけですので、多くの国民がそれでいいといわない限り国会は動きません。私の予想ど
おり、国民から否決され動かなくなってしまいました。
　反対理由の 1 つは、企業の生産・流通活動への悪影響です。地域によって休む日が突然変わっ
てしまうと工場の部品がちゃんと納入されない、あるいはうまく商品の販売ができなくなります。
その辺の調整ができていないのにゴールデンウイークの分散化を法制化するのは早計にすぎると
いうような反対があったわけです。本当に幸か不幸かですが、今回の震災の影響で、電力事情で
一部の企業は土日にかえて木金を休暇にして、土日は逆にオープンにする、こんな動きをすると
ころが出てきています。ある意味で私どもが期待していた大きな社会実験ができて、その中で休
暇のとり方を分散させたり、もっと有給休暇をとれるという状況づくりが進むのではないか、あ
るいはそういう実験データが集まってくるのではないかと期待しているところであります。
　もう 1 つは長期滞在型の観光地づくりです。今の日本の観光地、あるいは観光産業の基本的な
スタイルは 1 泊 2 日型です。1 日泊まって 2 食とってもらって帰ってもらうというものです。こ
うしたスタイルが定着し旅館では、毎日同じメニューが並ぶ仕組となっています。私はのんびり
滞在するのが好きですが、3 日同じ旅館にいたら毎晩同じ料理を食べなければいけないのでは、
とても長く滞在することはできません。こうした状況のままでは長く休暇をとってその分長く旅
行してもらうのは無理です。これをどう変えていくかということが重要なわけです。いくつかの
ポイントを申し上げます。
　1 つは、長く休めて、かつ安くなければいけないということです。さっきフランスの方が 3 倍
宿泊旅行をとっているといいましたけれども、日本人とお金の使い方が全然違いますのでそれ程
家計負担は大きくありません。日本人よりも家計消費に占める観光支出の割合が 3 割多いだけで
す。当たり前です。日本人の 3 倍も旅行にお金を使ったのでは家計が破綻してしまいます。フラ
ンス人のように安く長く旅行できる体系づくりをしなければいけないということです。
　2 つ目は、後からちょっと写真も見てもらいますが、1 泊 2 食型であったから可能であった、
それぞれの施設が孤立して顧客を囲い込んでしまっている状態からの脱脚です。長く町中、地域
で楽しめるような、多様性のある地域で、孤立囲い込み型から町ぐるみへの対応が必要になって
くると思っております。こうした対応は 1 つの町だけでは難しいことでしょう―、後で私の好
きな湯布院の例を見てもらいますが、いくら湯布院が好きでも 2 日、3 日いたらやはり段々飽き
てきます。湯布院を越えて大分なら大分、あるいはもうちょっと広い地域で連携してゆっくりい
ろいろな楽しみを味わうことができれば長期滞在は大きな楽しみとなります。こういうものが必
要だと思っています。
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　1 つだけ自分の経験で申し上げますが、オーストリアのチロル地方で 1 週間同じホテルに滞在
したことがあります。全く退屈しませんでした。いろいろなプログラムがありました。大きく国
境を越えて、ベニスまでバス旅行をする一日もあれば、サイクリングを身近でというのもありま
した。日がわりでこうした多様なプログラムを提供するためには様々な連携時に広域連携が不可
欠だと思います。そのことを実現するそのためにはいろいろなことが変わらなければいけないと
いうことをざっと写真で見ていただいて、私の話を終わりにします。（シート 38）
　これはよく勉強もしているし、好きでもあるのでよく取り上げている湯布院の写真です。これ
はある旅館の入り口です。大変美しいですよね。（シート 39）
　それから、別の旅館のお庭です。これも日本的な美しさに満ちていると思います。（シート
40）
　それから、これは湯布院の田園風景です。非常にいいし、行ってみたいという気持ちになりま
すよね。でもこの程度の景観は日本じゅうどこにでもありますよ。でも何故湯布院は集客に成功
し、他は失敗しているかを考えていただくために示しています。（シート 41）
　あまりいい写真ではないのですが、ここが実は湯布院の違うところです。若い人、だけでなく
多くの方が町中を散策しています。ちょっとこれは人が多過ぎて軽井沢のようで湯布院の方が好
きでない写真なのです。彼らの好きな写真は、例えばこういう写真です。（シート 42、43）
　散策をしている人がいる、時間消費をしている人がいる。別の角度で見るとこんな形で、自然
を味わいながら町並みを楽しんでいる。こんなところをつくっていかなければ、長い間の滞在は
できない。そのためにはいろいろな仕掛けが要るというのを数秒で見ていただきます。（シート
44）
　例えば町中にすてきな喫茶店がなければいけませんよね。私は酒飲みですので、バーも欲しい
です。それから、食事ができるところもいろいろ必要です。駅もおしゃれであったり、列車も楽
しみながら乗るものでなければいけない。こういうものをどれだけ―1人では絶対できません
―協力して町ぐるみなり広域でつくっていけるかということがこれからの観光地の成否を決定
します。長期滞在ができたとしてもこれがなければうまくいかないということを申し上げて、私
のお話とさせていただきます。
　どうもご清聴ありがとうございました。
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